



Union: EU）1 ）の前身である欧州経済共同体（the 
European Economic Community: EEC）に1973









































月 10 日，ドナルド・トゥスク（Donald Tusk）
欧州理事会常任議長に送付した書簡「改革さ
れた欧州連合における連合王国のための新た
な 解 決 」（A New Settlement for the United 























（ ２ ） 「経済ガバナンス」（Economic Governance）
　EUは，ユーロ圏諸国（現在19カ国）と非ユー
























































首相は 3 つの提案を行っている。それは，第 1
に，基本条約に定められている「一層緊密な連









































































　リスボン条約（2007 年 12 月署名，2009 年 12
月発効）によるEU基本条約改正の結果，2014














が行われる（経過規定に関する議定書第 3 条 2
項）。完全に二重多数決制へ移行するのは2017
















































































（Stijn Verhelst, “The Single Supervisory Mechanism: A Sound first step in Europe’s Banking Union?”, Working Paper, 
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くとも 3 分の 1（警察・刑事司法協力および
自由・安全・司法領域分野の行政協力に関す






































































































機能条約第 45 条 2，3 項に規定されるととも
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［追記］
　2016年 2 月19日，欧州理事会でイギリスのEU改革要求について妥協が成立し，「欧州連合内におけるイギリスのた
めの新たな解決に関する，欧州理事会に会合する国家又は政府首脳の決定」が国際法上の「条約」として合意された。こ
れを受けて，イギリスではEU加盟の是非を問う国民投票が 6 月23日に実施される予定である。国民投票の結果，EU残
留が過半数を占めるならば，上記決定が効力を発生する。しかし，EU脱退の民意が示されるならば，イギリスとEUの
間で脱退交渉が開始されることになる。
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